
オペレーショナル・リスク管理

■労務リスク

　労務リスクとは、当社グループの労務慣行（役職員の人事処遇や勤務管理上の問題等）および職場の安全衛生
環境上の問題により損失が発生するリスク、並びに役職員の不法行為により使用者責任を問われるリスクを
いいます。
当社 グループでは、労務リスクは重要なオペレーショナル・リスクの一つであるとの認識のもと、取締役会に
おいて、労務リスクに関し適切な管理とコントロールを実現していくための基本事項を定めた「労務リスク管理
規則」や、年度ごとに優先的に取組むべき事項を定めた「労務リスク管理プログラム」を制定し、労務リスクを
総合的に管理するとともに軽減するための適切な方策を講じています。
また、人権啓発に関する研修を定期的に実施するとともに、外部の人権啓発行事への積極的な参加により、

グループ役職員の人権に関する意識向上に取組んでいます。

■法務リスク

　法務リスクとは、当社グループが法令や契約等に違反すること、不適切な契約を締結すること、その他の法的
原因により損失を被るリスクをいいます。
当社 グループでは、事務リスクと同様に全ての業務に法務リスクが内在するとの認識のもと、取締役会において、
法務リスクに関し適切な管理とコントロールを実現していくための基本事項を定めた「法務リスク管理規則」や、
年度ごとに優先的に取組むべき事項を定めた「法務リスク管理プログラム」を制定し、法務リスクを総合的に
管理しています。
さらに、グループ３行との協議・報告を通して、法務リスク管理態勢に必要な指導・助言を行うとともに、法務

リスクに関連する情報を集中的に一元管理し、法務リスク管理態勢の強化に努めています。
なお、グループ３行においては、法務リスクに関連する情報を日常的に収集・把握することを通して、法務リスク

管理態勢の充実と強化に取組んでいます。

■風評リスク

　風評リスクとは、マーケット等において、噂や憶測といった曖昧な情報や、事件事故等の発生に伴う風評から
当社グループの評判が悪化すること等により、直接、間接を問わず損失を被るリスクをいいます。
　当社グループでは、取締役会において、風評リスクに関する基本事項を定めた「風評リスク管理規則」を制定
し、風評リスクの管理に取組んでいます。また、風評リスクが顕現化した場合には、迅速かつ適切に風評リスクを
回避するための危機管理体制を構築し、事態の収拾・沈静化を図り、影響を最小限に止めるよう努めています。
　さらに、グループ３行との協議・報告を通して、風評リスク管理態勢に必要な指導・助言を行うとともに、風評
リスクに関するモニタリング等により、関連情報の収集を行うことで、風評リスク管理態勢の強化に取組んで
います。

リスク管理への取組み コンプライアンスへの取組み

コンプライアンス憲章

　コンプライアンス（法令等遵守）は、信用が最大の財産ともいえる金融機関にとって最も重要なテーマのひとつ
であり、ふくおかフィナンシャルグループでは、コンプライアンスを経営の最重要課題のひとつと位置づけ、コン
プライアンス態勢の充実と強化に取組んでいます。
　具体的には、「ふくおかフィナンシャルグループ」「福岡銀行」「熊本ファミリー銀行」「親和銀行」それぞれに
コンプライアンス統括部署を設置し、関係各部と連携して各種法令や社会常識に則った業務処理が行われて
いるかをチェックする態勢を整備しています。コンプライアンスに関するグループ共通の基本的な価値観、精神、
行動基準を示した「コンプライアンス憲章」を制定するとともに、倫理規程・行内ルールおよび法令等を集大成
した「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、研修指導等により周知徹底しています。
　また、取締役会の下部組織として、「コンプライアンス委員会」を設け、コンプライアンス態勢の評価・チェック
を定期的に行うとともに、コンプライアンスを確実に実践していくための具体的な実践計画として「コンプライ
アンス・プログラム」を年度毎に策定し、コンプライアンスに関わる組織や規程の一層の整備等に取組んで
います。
　ふくおかフィナンシャルグループは、お客さまや株主の皆さまからより多くの信頼・支持を得るため、今後とも
コンプライアンスの充実に努めてまいります。

　ふくおかフィナンシャルグループ（以下、「当社」といいます）、および当社グループ会社は、コンプライアンスを
経営の最重要課題のひとつと位置づけ、企業倫理の確立とコンプライアンス態勢の充実･強化に努めております。

　当社および当社グループならびにその全役職員は、この憲章ならびにその精神を遵守し、高い倫理観をもって
日々の業務活動を遂行してまいります。

■信頼の確立
　社会的責任と公共的使命の重要性を常に認識し、健全かつ適切な業務運営を通じて、お客さまや社会から
の長期にわたる揺ぎない信頼の確立を図ります。

■地域社会への貢献
　お客さまの満足をお客さまの目線で考え、お客さまのニーズに適合した質の高い金融サービスの提供を通して、
地域社会・経済の発展に貢献いたします。

■法令等の厳格な遵守
　あらゆる法令やルールを厳格に遵守することはもとより、社会的規範に則り、誠実かつ公正な企業活動を
遂行します。

■情報の適切な管理
　お客さまに関する情報および業務上の機密情報について、適切な管理と保護を徹底いたします。

■社会とのコミュニケーション
　適時適切な情報開示を積極的かつ公正に行い、経営の信頼性・透明性の確保に努めるとともに、環境へ
の取組をはじめ、広く社会とのコミュニケーションを行います。

■人権の尊重
　すべての人の基本的人権を尊重するとともに、日々の研鑽により人権感覚を醸成し、人間尊重を基本とした
企業活動を行います。

■反社会的勢力に対する対応
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対しては、毅然とした態度を貫きます。

■経営陣の率先垂範
　経営陣および各部門の責任者は、本憲章の精神を実現することの重要性を認識し、率先垂範のうえ、グループ内
に周知徹底します。本憲章に反するような事態が発生した場合は、自ら問題解決にあたる姿勢を明らかにし、
原因究明、再発防止に努めます。
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　当社は、当社の業務の健全かつ適切な運営の確保に留
意しつつ、中小企業者および住宅ローンをご利用のお客さ
まからご返済条件の変更等のお申込みなどがあった場合
には、中小企業金融円滑化法の趣旨に則り、適時適切に対
応してまいります。

　お取引に対する経営相談・経営指導および経営改善支
援をはじめとした金融仲介機能を積極的に発揮するとい
う観点から、FFGではグループ3行に「金融円滑化管理責
任者」および「金融円滑化統括部署」を設置いたしました。
　また、従来以上に、お客さまからのご相談に迅速かつき
め細かに対応するため、各営業店・ローンセンター長およ
び本部部長を「金融円滑化対応責任者」に、各営業店にお
いて副支店長または課長クラスの中から１名以上を金融
円滑化対応担当者とし、実務対応の管理を行います。

　中小企業者のお客さまについては、お申込みに至った
背景・事情、業況などを踏まえた条件変更等の必要性、将
来にわたる事業の改善もしくは再生の可能性、その他の状
況を、住宅ローンをご利用のお客さまについては、お申込
みに至った背景・事情、財産・収入の状況や将来にわたる
ご返済の見通しなどを勘案しつつ、できる限り、ご返済条
件の変更等に向けた取組みを検討いたします。また、お客
さまからご返済条件の変更等のお申込みに関するご相談
をいただいた場合には、真摯に対応し、お申込みを妨げる
行為やお客さまの意思に反してお申込みを取下げていた
だくような行為は行いません。

子会社 子会社・関連会社

　金融･資本市場をとりまく環境の変化を踏まえ、平成19年9月30日、金融商品取引法等が施行されるなど、
金融商品販売における利用者保護は時代の要請といえます。
　ふくおかフィナンシャルグループでは、「ふくおかフィナンシャルグループ」「福岡銀行」「熊本ファミリー銀行」
「親和銀行」それぞれに金融商品管理部署を設置し、金融商品販売におけるコンプライアンス態勢強化にグループ
全体で取組んでいます。
　金融商品管理部署では、金融商品取引法への対応はもちろんのこと、金融商品全般の管理と、それぞれの
取引についてのモニタリングを行っています。
　ふくおかフィナンシャルグループは、お客さまの投資についてのご理解やご経験、資産の状況、さらに運用の
目的等に応じた適正な情報提供と商品説明に努めてまいります。

コンプライアンスへの取組み

金融商品管理部署としての機能

コンプライアンス体制図

取締役会

グループリスク管理委員会
（コンプライアンス委員会）

（コンプライアンス統括部署）
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金融円滑化へ向けた取組み

　FFGは、「広域展開型地域金融グループ」として、高品質の金融サポートを通じた地域活性化および地域社
会への貢献を目指しております。特に九州経済の基盤となる中小企業のお取引先に対して、積極的な金融仲
介機能を発揮し、経営相談や経営改善支援といった金融円滑化に取組んでまいりました。
　昨今、お客さまを取巻く環境は一段と厳しさを増しています。そこでFFGでは、「中小企業者等に対する金
融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律」の施行などを踏まえ、中小企業や住宅ローンをご利用の個
人のお客さまからの各種ご相談に対して、より適切かつきめ細かにお応えするため、対応方針を定めました。
今後は、これまでの金融円滑化に向けた取組みをより一層強化して、地域金融機関としての使命を果たして
まいります。

（平成23年1月4日現在）

基本的な対応方針

体制について

ご返済条件の変更等のお申込みをいただいた場合

中小企業者のお客さまへ向けた主な対応

■お客さまの事業再生などに向けた
他の金融機関との緊密な連携

　　中小企業者のお客さまから事業再生ADR手
続（特定認証紛争解決手続）の実施の依頼を受
けた特定認証紛争解決事業者より、当該手続
の実施を依頼するか否かの確認があった場合、
あるいはお客さまに対して有する債権に関して
企業再生支援機構から買取申込みなどの要請
を受けた場合には、お客さまの事業についての
改善または再生の可能性その他の状況を勘案
しつつ、できる限り、協力するよう努めます。
　また、他の金融機関や政府系金融機関、信用
保証協会など、中小企業再生支援協議会が関
係している場合には、当該機関と緊密な連携を
図るように努めます。

■経営改善計画の策定支援

　　お客さまの経営改善計画の策定に向けて真
摯に議論し、必要に応じて経営改善支援などを
所管する本部各部が、営業店とともにお客さま
の経営改善計画策定を支援する取組みを行っ
てまいります。

■経営改善計画の進捗管理

　ご返済条件の変更等に際して、経営改善計画
を策定した場合には、経営改善計画の進捗状
況を管理するとともに、必要に応じて、お客さ
まに対して助言を行うよう努めます。

■金融円滑化に関する基本方針（一部抜粋）

（全文は各銀行ホームページにて閲覧可能です）
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